
事業番号 383
　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名

北海道総合開発推進調査費
（北海道開発計画調査等経費）

担当部局庁 北海道局 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

北海道開発法（昭和２５年法律第１２６号）
第２条第１項

関係する計画、
通知等

「地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画」
（平成２０年７月４日閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　北海道総合開発計画は、北海道開発法に基づき、北海道における資源を総合的に開発するため、国が策定・推進する計画であ
る。
　本経費は、北海道総合開発計画の企画、立案及び推進に必要な調査等を実施するための予算である。

事業開始・
終了(予定）年度

Ｓ２６～
（Ｈ２０年度に事項名等を見直し） 担当課室 参事官 参事官　川合　紀章

会計区分 一般会計 施策名 43　北海道総合開発を推進する

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

○北海道総合開発計画に基づく施策の進捗状況や推進方策を検討するための基礎的な調査等
　・北海道総合開発計画推進経費により、関係行政機関による連絡会議等を実施
　・開発計画基本調査経費により、北海道の経済社会動向の把握、計画のフォローアップ、北方領土の現況把握及び計画の主要
施策の推進に向けた基礎調査を実施

（平成２１年度まで実施してきた先駆的・実験的な調査については、平成２２年度は継続調査の一部に限定し、平成２３年度からは
実施しないこととした。）

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 640 509 251 163 161

補正予算 △ 78

計 562 509 251

執行額 530 381 161

163 161

0 0 0

繰越し等 0 0 0 0

執行額 530 381 161

21年度

％ 62.73 61.82 －

執行率（％） 94.3% 74.9% 63.9%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

―

22年度
目標値

（２４年度）

道外からの観光入込客数のうち外国人の数

成果実績 人 ６９万 ６８万 集計中 １１０万

達成度

成果指標 単位 20年度

(     7     ) (     3     )

調査件数　７件

活動実績

（当初見込
み）

件
11 10 7

1 1

職員旅費 14 14

単位当たり
コスト

　　　　　　　　（12,598,965円／件　） 算出根拠
計画の主要施策の推進に向けた基礎調査及び先駆的・実験的な調査
に係る実績額［88,193千円］／平成２２年度調査件数［７件］

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

諸謝金

委員等旅費 1 1

北海道総合開発推進調査費 147 145 調査実施の効率化による減

計 163 161



国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

予算監視・効率化チームの所見

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・国が策定・推進する北海道総合開発計画の企画・立案・推進のために必要な基礎的調査に限定して実施し、先駆的・実験的な調査につい
ては、平成22年度は継続調査の一部に限定し、平成23年度からは実施しないこととした。
・北海道総合開発計画の戦略的目標の達成に向けて、政府の新成長戦略、国土交通省成長戦略等を踏まえつつ、計画の主要施策の推進
に向けた基礎的調査の重点化を図った。
・平成21年度から全面的に一般競争入札による請負業務契約へ移行し、同種の業務実績を有する複数の会社から聴取した参考見積に基
づき、業務に必要な直接人件費等について適正な積算に努めているところ、今後とも引き続き、適正な積算に基づく発注を行ってまいりた
い。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

道外からの観光入込客数のうち外国人の数について
は、平成２１年度において世界的な景気の後退や新型イ
ンフルエンザの流行により大幅に減少したが、平成２２年
度においては、平成２２年４～１２月時点で対前年比
133.3%と大幅な増加に転じていることから、成果目標の
達成度は向上している。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

一
部
改
善
①
④
⑤

国が策定・推進する北海道総合開発計画の企画・立案・推進のために必要な基礎的調査を重点化して実施し、先駆
的・実験的な調査については継続事業を除き行わないものとする。
また、執行においては一者応札の改善、競争性ある契約形態への改善を図り、効率的な事業実施に取り組む。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

　引き続き、「新成長戦略」等を踏まえた計画の主要施策の推進に向けた基礎的調査の重点化を図ることとし、先駆的・実験的な調査については
実施しない。

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

■事業仕分け第１弾
〈事業番号・事業名〉１－４２北海道総合開発推進調査費（北海道開発計画調査等経費）
〈WGの評価結果〉自治体／民間の判断に任せる
〈とりまとめコメント〉
北海道局、北海道開発局の歴史的使命は終わったのではないかとの意見が多かった。また、北海道庁に任せるべきとの意見、国として関わるなら
基礎的部分に限定すべきとの意見もあった。
よって、当ワーキンググループとしては、自治体の判断に任せるべきとの結論としたい。なお、国として関わるならば、限りなく基礎的な部分に限定し
て行うべきと考える。

■過去の事業仕分けの反映状況の検証結果を踏まえた対応について（平成２２年１１月９日第１３回行政刷新会議決定）
〈指摘内容〉
事業仕分け第１弾の評価結果及び取りまとめコメントにもかかわらず、平成２３年度予算概算要求においては、基礎的調査に限定しているとしつつ
前年度予算の１．５倍を越える大幅な増額となっている。



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

諸謝金 
０百万円 

職員旅費 
７百万円 

外国旅費 
１百万円 

委員等旅費 
０百万円 

国土交通省 
１６１百万円 

諸謝金 
０百万円 

職員旅費 
４百万円 

委員等旅費 
０百万円 

北海道局 
５２百万円 

北海道開発局 
１０８百万円 

北海道の開発に関する総合的

な政策の企画及び立案並びに

推進に必要な具体的な調査等

を企画・実施する。 

道外の関係機関等との幅広いネット

ワークや専門的知見・ノウハウの活

用の必要性など、調査の内容・性格

等を考慮し、北海道局が実施した方

が効率的・効果的な調査・検討等を

実施する。 

道内の自治体、大学、関係行政機

関等との連携の必要性など、調査

の内容・性格等を考慮し、北海道開

発局が実施した方が効率的・効果

的な調査・検討等を実施する。 
 

A.公益法人（１法人） 
６百万円 

Ｃ.公益法人（５法人） 
９百万円 

Ｂ.民間企業（１０社） 
３７百万円 

Ｄ.民間企業等（２７社） 
９５百万円 

調査の目的に応じた基

礎資料の収集・ヒアリン

グ等を実施する。 

調査の目的に応じた基

礎資料の収集・ヒアリン

グ等を実施する。 

調査の目的に応じた基

礎資料の収集・ヒアリン

グ等を実施する。 

調査の目的に応じた基

礎資料の収集・ヒアリン

グ等を実施する。 

【一般競争】  【一般競争、少額随契】  【一般競争、少額随契】 【一般競争、少額随契】 

諸謝金 
０百万円 

職員旅費 
７百万円 

外国旅費 
１百万円 

委員等旅費 
０百万円 

国土交通省 
１６１百万円 

諸謝金 
０百万円 

職員旅費 
４百万円 

委員等旅費 
０百万円 

北海道局 
５２百万円 

北海道開発局 
１０８百万円 

北海道の開発に関する総合的

な政策の企画及び立案並びに

推進に必要な具体的な調査等

を企画・実施する。 

道外の関係機関等との幅広いネット

ワークや専門的知見・ノウハウの活

用の必要性など、調査の内容・性格

等を考慮し、北海道局が実施した方

が効率的・効果的な調査・検討等を

実施する。 

道内の自治体、大学、関係行政機

関等との連携の必要性など、調査

の内容・性格等を考慮し、北海道開

発局が実施した方が効率的・効果

的な調査・検討等を実施する。 
 

A.公益法人（１法人） 
６百万円 

Ｃ.公益法人（５法人） 
９百万円 

Ｂ.民間企業（１０社） 
３７百万円 

Ｄ.民間企業等（２７社） 
９５百万円 

調査の目的に応じた基

礎資料の収集・ヒアリン

グ等を実施する。 

調査の目的に応じた基

礎資料の収集・ヒアリン

グ等を実施する。 

調査の目的に応じた基

礎資料の収集・ヒアリン

グ等を実施する。 

調査の目的に応じた基

礎資料の収集・ヒアリン

グ等を実施する。 

【一般競争】  【一般競争、少額随契】  【一般競争、少額随契】 【一般競争、少額随契】 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（財）北海道地域総合振興機構 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

役務費

北海道における「味の景勝地」制度の
導入検討、導入候補地及び先進事例
地（フランス）における現地調査、上記
の結果を踏まえた学識経験者等によ
るワークショップの開催等に係る人件
費、旅費交通費等

6

B.（株）ドーコン東京支店 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 6 計 0

役務費

観光地の環境負荷低減の取組につい
て、実証調査の実施し、その結果を基
に、手法の確立、評価体系構築の検
討等に係る人件費・旅費交通費等

12

C.（社）北海道開発技術センター G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 12 計 0

(百万円） (百万円）

役務費

・人口低密度である北海道の農村地
域における基礎データの収集、地域
活性化に向けた取組に関する事例調
査、地域活性化方策に関する意見交
換会等に係る人件費・旅費交通費等

3

・地域で活動している団体の活動内容
等の整理取りまとめ及び勉強会に係
る人件費・旅費交通費等

1

計 4 計 0

・分解性ブロックの藻場再生への有効
性検討に係る人件費・旅費交通費等

D.日本データサービス（株） H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

9

16

・バイオマスを活用した生分解性素材
製品の製造及び利用に関する検討に
係る人件費・旅費交通費等

10

・北海道に適した新たなバイオマス資
源等の導入促進に関する調査に係る
人件費・旅費交通費等

28

役務費

・生分解性素材の藻場再生への利用
推進法策検討に係る人件費・旅費交
通費等

計 63 計 0



支出先上位１０者リスト
A.公益法人（１法人）

B.民間企業（１０社）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1
(財)北海道地域総合振興
機構

食と景観による人口低密度地域の自立・活性化に関する情報の収
集・整理、制度の構築・運用に関する検討等

6 3 41.4%

4

3

6

5

8

7

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 日本環境技研(株)
苫小牧東部地域を検討対象とした、産業集積地域における自然エネ
ルギーの導入に関する情報の収集・整理等

6 1 54.5%

1 (株)ドーコン東京支店
環境負荷の低減を図る観光地に対する客観評価体系構築に係る実
証調査

12 4 62.2%

4 (株)創建
地域振興策としての新たな道路交通環境の利活用に関する情報の
収集・整理等

4 5 46.4%

3 (株)富士通総研
東アジア各国・地域からの長期滞在の推進に関する情報の収集・整
理等

4 3 28.3%

6
八千代エンジニヤリング
(株)北海道事務所

北海道における建設投資等の中長期的動向や、「食」及び「観光」分
野の経済波及効果に関する資料等の収集・整理等

3 3 45.5%

5
(株)日本アプライドリサー
チ研究所

国際会議等の北海道開催の推進に関する情報の収集・整理等 4 4 41.5%

7 (株)プレック研究所
北海道におけるCO2吸収源対策の推進に関する基礎資料の収集・整
理等

2 5 38.0%

C.公益法人（５法人）

8
(株)日本能率協会総合研
究所

北海道総合開発計画の政策評価に関する情報の収集・整理等 2 5 47.9%

10
(株)マキ朝日データサー
ビス

議事録作成 0 少額随契 －

9 中央開発(株)東京支社
北海道の冬期における観光客や体験移住者の増加に関する情報の
収集・整理等

2 3 37.4%

1
（社）北海道開発技術セ
ンター

人口低密度である北海道の農業地域における地域活性化に向けた
取組に関する情報の収集・整理等

4 7 26.9%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3
（社）北海道未来総合研
究所

食料供給基地としての北海道の貢献度について、「食」に関する資金
の流れからの分析等

2 3 22.6%

2
（社）シーニックバイウェイ
支援センター

訪日来道観光客のうち、個人旅行者向けの効率的な情報発信方法
等に関する情報の収集・整理等

2 7 29.2%

5
特定非営利活動法人
ワーカーズコープ

会場借上 0 少額随契 －

4
国立大学法人室蘭工業
大学

会場借上 0 少額随契 －

7

6

9

8

10



D.民間企業等（２７社）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 （有）北斗エージェンシー
オホーツク管内における農水産品の生産量、出荷先等に関する情報
の収集・整理等

8 3 66.0%

1 日本データサービス（株）
北海道に適した新たなバイオマス資源等の導入促進に関する実証実
験、ヤナギを用いた地域産業振興の検討等

63 2 85.9%

4
北海道複写産業協同組
合

複写等業務 3 －
単価契
約

3 （株）ズコーシャ バイオマス資源等の導入促進に関する道東試験ほ場の現地調査 6 1 94.8%

6 下川町森林組合
新たなバイオマス資源の導入促進に関するヤナギほ場の生育測定
調査

3 3 97.1%

5 （株）環境保全サイエンス
新たな都市農村交流のあり方の検討に関するアンケート調査、事例
の収集等

3 2 55.2%

8
（株）建設環境研究所　札
幌支店

後志地域の滞在型グリーンツーリズムの普及・創出に関する関係者
への聞き取り調査、先進事例調査等

2 5 47.8%

7 （株）ドーコン
胆振・日高管内における農水産品の海外輸出促進に関する情報の
収集・整理等

2 3 63.5%

10
（株）アルファ水工コンサ
ルタンツ

水産品の高速物流システムとITの連携による高付加価値化、東アジ
ア地域等への輸出促進に関する情報の収集・整理等

1 2 43.6%

9 （株）流通研究所
雪氷冷熱の活用により、環境に優しく効率的な農産品の冷蔵輸送技
術の確立に関する情報の収集・整理等

2 8 24.4%


